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事業の区分 Ⅰ－１ 地域医療構想の達成に向けた医療機関の施設又は設備の整備に

関する事業 

事業名 【NO.5】 

地域医療構想推進事業 
 

【総事業費】 

2,499千円 

事業の対象となる区域 千葉、東葛南部、東葛北部、印旛、香取海匝、山武長生夷隅、安房、君

津、市原 

事業の実施主体 県医師会、千葉県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

☑継続 ／ □終了 

背景にある医療・介護ニーズ 地域医療構想で定めた「令和７年（２０２５年）における必要病床数」

と「令和４年度病床機能報告」における各医療機関からの報告数との比

較では、急性期機能、回復期機能及び慢性期機能にかかる病床が不足し

ている医療圏があり、特に、回復期機能については全ての医療圏におい

て不足していることから、医療提供体制の充実及び機能強化を図る必要

がある。 

アウトカム指標： 

県内における病床の機能分化の促進（令和 7 年における医療機能別の必

要病床数に対する定量的基準に基づく医療機能別の病床数の不足：令和

７年度に全機能 10％以内） 

事業の内容（当初計画） 地域医療構想調整会議の議論の活性化に向けたデータや論点の整理、圏

域を越えた課題の検討等、医療関係者間の意見交換と認識の共通化を図

るとともに、政策の動向や各地域・医療機関における取組状況を共有す

るための研修会の開催等を実施する。 

また、地域医療構想調整会議の議論の活性化を目的として、地域医療構

想アドバイザーから会議の進め方等に対する助言や技術的支援を得ると

ともに、各会議への出席を依頼する。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

医療関係者間の意見交換の実施回数 ２回/年 

地域医療構想に関する研修会の開催 1回/年 
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アウトプット指標（達成値） 医療関係者間の意見交換の実施回数 ３回（令和5年度） 

地域医療構想に関する研修会の開催 １回（令和5年度） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

①高度急性期：23.0% 

②急性期：▲3.4% 

③回復期：▲21.1% 

④慢性期：▲1.5% 

【未達成の原因等】 

達成はできなかったものの高度急性期を除き、令和4年度に比べて必要

病床数に対する定量的基準に基づく医療機能別の病床数の不足に改善が

見られる。 

また、高度急性期が令和4年度に比べて増加している原因として、医療

機関による未報告数が減少したことや一部病棟で実績の向上が見られ、

急性期から高度急性期に機能が転換したことがあげられる。 

（１）事業の有効性 

地域医療構想の議論の活性化に向けて、データや論点の整理等について

医療関係者間で意見交換を行うことで、地域医療の維持確保を進める体

制の構築に効果があると考える。 

（２）事業の効率性 

地域医療構想アドバイザーが、それぞれの地域において、地域医療構想

推進のための助言や各地域の課題の分析等を行い、地域医療構想調整会

議の議論をリードすることで、効率的に病床機能の転換を進めていくこ

とができると考える。 

その他 R2基金執行額：2,499千円 
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事業の区分 Ⅳ 医療従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.29】 

ナースセンター事業 

【総事業費】 

42,091千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 県看護協会 

事業の期間 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 届出制度の創設など、ナースセンターの果たす役割の多様化、高度化に

伴い、運営に対する支援が求められている。 

アウトカム指標： 

看護職員の再就業者数（ナースセンター事業によるもの） 

70人（令和４年度）→120人（令和５年度） 

事業の内容（当初計画） 看護職の無料職業相談や再就業講習会・相談会、看護についてのＰＲ、

進路相談等を行うナースセンターを運営し、看護職の確保を図る。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

離職看護師等の届出制度によるナースセンターへの届出数 

961人（令和４年度）→1,000人（令和５年度） 

講習会の参加人数   

143人（令和４年度）→150人（令和５年度） 

出張相談の相談者数  

117人（令和４年度）→120人（令和５年度） 

アウトプット指標（達成値） 離職看護師等の届出制度によるナースセンターへの届出数 

734 人（令和５年度） 

講習会の参加人数 

151 人（令和５年度） 

出張相談の相談者数 

120 人（令和５年度） 
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事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

看護職員の再就業者数（ナースセンター事業によるもの） 

令和５年度：４５人 

【未達成の原因等】 

アウトカム指標の未達については、ナースセンターへの届出者数が減少

したことが原因と考えられる。e ナースセンターに登録した看護職員の

再就業者数も減少していることから、ナースセンターの周知方法が今後

の課題になると考えられる。 

（１）事業の有効性 

ハローワークとの連携事業等により、ナースセンターの運営基盤や機能

が強化されることで、看護職の再就業が促進され、人材確保の効果があ

る。 

（２）事業の効率性 

再就業講習会への参加や出張相談等の啓発を行い、ナースセンターの運

営を支援することで、効率的にナースセンターの機能強化を図る。 

その他 R2基金執行額：8,802千円 

 

事業の区分 Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【No.75（介護分）】 

医療と介護の地域支援体制強化事業（人づくり） 

【総事業費】 

2,402千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝・山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 千葉県（（社）千葉県高齢者福祉施設協会に委託） 

事業の期間 令和２年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 質の高い介護従事者の継続的な確保・定着を図るため、参入の促進、質

の向上、労働環境の改善等を進める。 

アウトカム指標：新任者研修受講者数 年間 50名 

現任者研修受講者数 年間25 名 
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事業の内容（当初計画） 認知症地域支援推進員等を対象に効果的な活動の展開に向けて、新任者・

現任者研修を実施する。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

新任者研修（年 1回）、現任者研修（年 1回） 

アウトプット指標（達成値） 新任者研修 １回、現任者研修 １回 （達成） 

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

新任者研修受講者数 年間60 名 

現任者研修受講者数 年間22 名 

（１）事業の有効性 
認知症の人に対するコーディネーター・認知症地域支援推進員としての

役割を理解し、専門職同士の連携を図る。 
（２）事業の効率性 
認知症の人や支援者側である専門職の立場も理解している千葉県高齢者

福祉施設協会に委託することで、効率的な研修を実施することができた。 

その他 R2基金執行額：2,402千円 

 

事業の区分 Ⅴ 介護従事者の確保に関する事業 

事業名 【NO.88】 

介護サービス事業所等のサービス提供体制確保事業 
 

【総事業費】 

6,080千円 

事業の対象となる区域 千葉・東葛南部・東葛北部・印旛・香取海匝、山武長生夷隅・安房・君

津・市原 

事業の実施主体 千葉県 

事業の期間 令和５年４月１日～令和６年３月３１日 

□継続 ／ ☑終了 

背景にある医療・介護ニーズ 介護サービスは、要介護高齢者等やその家族の日常生活の維持にとって

必要不可欠なものである。 

施設等において新型コロナウイルス感染症が発生した場合においては、

サービスを継続するために、感染拡大防止に要する費用等が求められて

いる。 
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アウトカム指標：  

介護職員の離職率19.9%（令和２年度）→低下 

事業の内容（当初計画） 新型コロナウイルス感染症拡大時においては、濃厚接触者となった訪問

介護サービス利用者が増えることから、サービスを提供する訪問介護職

員に向けて、より一層の感染防止対策に係る知識とスキルを身に付ける

ための研修を委託にて実施する。 

また、高齢者施設等の職員が感染し職員不足が生じた場合に、サービス

を継続するため、あらかじめ派遣できる職員を登録し、感染症が発生し

た施設等から要請があった場合に、派遣の調整を行う。 

アウトプット指標（当初の目

標値） 

・令和５年度訪問介護職員向け感染防止対策研修事業実施数：１２回 

※県内全域を１２ブロックにし、各ブロックで１回ずつ実施することを

想定。 

・令和５年度高齢者施設等の応援職員コーディネート事業派遣調整 

件数：５事業所・施設、６名 

※前年度等の実績件数を基に設定 

アウトプット指標（達成値） ・令和５年度訪問介護職員向け感染防止対策研修事業実施数：１２回 

・令和５年度高齢者施設等の応援職員コーディネート事業派遣調整 

件数：０事業所・施設、０名 

【未達成の原因等】 

高齢者施設等の職員が感染し職員不足が生じたケース自体が減少し、派

遣要請が殆ど行われなくなった。  

事業の有効性・効率性 事業終了後１年以内のアウトカム指標： 

介護職員の離職率 14.2％（令和5年度） 

（１）事業の有効性 

・高齢者福祉施設等での感染者が発生時し職員が不足し運営主体のみで

の対応が困難になる事を想定し、平時から関係団体等と連携・調整を図

った上で、応援職員の派遣をコーディネートし、サービス提供の継続を

図る。 
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（２）事業の効率性 

・切れ目ないサービス提供体制を構築するために、研修を実施し、コー

ディネート事業の派遣登録職員の増につなげる。 

その他 R2基金執行額：6,080千円 

 


